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Ê 独立行政法人が行う契約については、「独立
行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」
（平成22年12月７日閣議決定）において、独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約
をする場合には、当該法人への再就職の状況、
当該法人との間の取引等の状況について情報
を公開するなどの取組を進めるとされている
ところです。これに基づき、以下のとおり、
当機構との関係に係る情報を当機構のホーム
ページで公表しますので、所要の情報の当方
への提供及び情報の公表に同意の上で、応札
若しくは応募又は契約の締結を行っていただ
きますよう御理解と御協力をお願いいたしま
す。なお、案件への応札若しくは応募又は契
約の締結をもって同意されたものとみなさせ
ていただきますので、ご了知願います。また、
応札若しくは応募又は契約の締結を行ったに
もかかわらず、情報提供等の協力をしていた
だけない相手方については、その名称等を公
表することがあり得ますので、ご了知願いま
す。
１）公表の対象となる契約先 次のいずれに
も該当する契約先
{ 当機構との間の取引高が、総売上高又
は事業収入の３分の１以上を占めている
こと

| 当機構において役員を経験した者（役
員経験者）が再就職していること又は課
長相当職以上の職を経験した者（課長相
当職以上経験者）が役員、顧問等として
再就職していること

２）公表する情報 上記に該当する契約先に
ついて、契約ごとに、工事、業務又は物品
購入等契約の名称及び数量、契約締結日、
契約先の名称、契約金額等と併せ、次に掲
げる情報を公表します。
{ 当機構の役員経験者及び課長相当職以
上経験者（当機構ОＢ）の人数、職名及
び当機構における最終職名

| 当機構との間の取引高
} 総売上高又は事業収入に占める当機構
との間の取引高の割合が、次の区分のい
ずれかに該当する旨 ３分の１以上２分
の１未満、２分の１以上３分の２未満又
は３分の２以上

~ １者応札又は１者応募である場合はそ
の旨

３）当方に提供していただく情報
{ 契約締結日時点で在職している当機構
ＯＢに係る情報（人数、現在の職名及び
当機構における最終職名等）

| 直近の事業年度における総売上高又は
事業収入及び当機構との間の取引高

４）公表日 契約締結日の翌日から起算して
72日以内

F̂ 設計図書は、入札・契約手続き以外の目的
に使用しないこと。

８ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yukio Ohtani Director

General of East Japan Rental Housing Of-

fice, Urban Renaissance Agency.

] Classification of the services to be pro-

cured : 41

^ Subject matter of the contract : Demoli-

tion work of existing buildings in Úthe build-

ing BÙ redevelopment area of Otemachi-

Nichome District

Construction work of new buildings in

Úthe building BÙ redevelopment area of Ote-

machi-Nichome District

_ Time-limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification :４ : 00 P.M. 26 August 2013

` Time-limit for the submission of tenders :

12 : 00 A.M. 28 February 2014

a Contact point for tender documents : Bid-

ding ＆ Contract Team for Tokyo Metro-

politan Area, General Affairs Department,

East Japan Rental Housing Office, Urban

Renaissance Agency, 6`5`1, Nishishin-

juku, Shinjuku-ku, Tokyo 163`1382 TEL

03`5323`2591

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 25年８月５日
国立大学法人京都大学 学長 松本 紘

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 26

〇第２号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 京都大学（南部）総合先端基盤研
究棟（iPS細胞研究所第２研究棟）新営その
他工事

^ 工事場所 京都市左京区聖護院川原町53

京都大学病院西構内
_ 工事内容 本工事は、病院西構内の総合先
端基盤研究棟（iPS細胞研究所第２研究棟）
（鉄骨造、一部鉄筋コンクリート造、地上５
階、地下２階、延べ面積5¶480fl）新営工事
であり、iPS細胞の中核研究拠点を整備する
目的で実施するものである。なお、本工事に
関連する機械設備工事及び電気設備工事につ
いては別途発注される予定である。

` 工期 平成26年３月31日まで
a 使用する主な資機材 コンクリート 約
3¶480‚、鉄筋 約390ｔ、鉄骨 約570ｔ、
板ガラス 約790fl

b 本工事は、工事施工について、「ＶＥ提案と
ＶＥ提案に基づく施工計画」及び「工事全般
の施工計画」（以下「技術提案書」という。）を
受け付け、価格と価格以外の要素を総合的に
評価して落札者を決定する総合評価落札方式
（標準型）を実施する工事である。

c 本工事においては、競争参加資格確認申請
書、競争参加資格確認資料、技術提案書（以
下「技術提案書等」という。）の提出及び入札
等を電子入札システムにより行う。なお、電
子入札システムにより難い者は、発注者の承
諾を得て紙入札方式に代えることができる。

d 本工事は「建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）」に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

２ 競争参加資格
\ 国立大学法人京都大学契約事務取扱規則第
４条の規定に該当しない者であること。

] 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者にあっ
ては、手続開始の決定を受けた後に審査を受
けた一般競争参加者の資格を有する者である
こと。

^ 国立大学法人京都大学又は文部科学省にお
ける建築一式工事の一般競争参加資格（会社
更生法に基づき更生手続開始の申立てがなさ

れている者又は民事再生法に基づき再生手続
開始の申立てがなされている者については、
手続開始の決定後に一般競争参加資格の再認
定を受けていること。）を有し、「一般競争参加
者の資格」（平成13年１月６日文部科学大臣決
定）第１章第４条又は「国立大学法人京都大
学の契約に係る競争参加者資格審査等事務取
扱要領」第２章で定めるところにより算定し
た点数（一般競争（指名競争）参加資格認定
通知書の記２の点数）が、1¶175点以上であ
ること。

_ 平成10年度以降に、元請として完成・引渡
しが完了し、次の基準を満たす同種工事の施
工実績を有すること（共同企業体の構成員と
しての実績は、出資比率が20％以上の場合の
ものに限る。）。
鉄骨造、鉄筋コンクリート造、又は鉄骨鉄
筋コンクリート造（延べ面積4¶000fl以上）
の理系の研究施設の新営工事

` 次に掲げる基準を満たす監理技術者又は主
任技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。
{ １級建築施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。

| 上記_に掲げる同種工事の経験を有する
者であること。

} 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。

a 技術提案書等の提出期限の日から開札の時
までの期間に、国立大学法人京都大学から「国
立大学法人京都大学における契約に係る取引
停止等措置要領」に基づく取引停止措置（以
下「取引停止措置」という。）又は、文部科学
省から「建設工事の請負契約に係る指名停止
等の措置要領」（平成18年１月20日付け17文科
施第345号文教施設企画部長通知）に基づく
指名停止措置を受けていないこと。

b 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
託者（協力を受ける他の建設コンサルタント
等を含む。以下同じ。）又は当該受託者と資本
若しくは人事面において関連がある建設業者
でないこと。š
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